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　平成 27年度決算においては、全会計（一般会計と4 特別会計）合計の財務諸表（貸借対照表、正味財産
増減計算書）と、各会計別にそれぞれ内訳表を作成している。また、財産目録を作成している。
　なお、収支計算書についても参考として作成している。

⒈ 貸借対照表

⑴資産の部
　「未収会費・加入金」は、2,828千円、「未収金」は紛争解決負担金、行政協力事務受託費、特定情報利用
料等で13,128千円、「前払費用」は本部・支部の家賃等前払分で15,502 千円、「前払金」は講習会場費、地
区協議会会場費、切手・証紙・回数券期末残高、大阪府支部事務所敷金で 5,770 千円、「貯蔵品」は平成 28
年度使用予定の講習教材で12,293千円、「棚卸商品」は業務用書式、貸金業関係法令集で3,946千円となっ
ており、流動資産合計は 594,254千円で、前年度に比し113,742 千円減額となった。この主な要因は例年前
受金として入金する講習受講料の減少による「現金預金」の減少のためである。
　また、固定資産の「基金」は加入金当期繰入額 10,400 千円を含め223,510 千円、「長期活動目的特定資
産」は、前年度と変わらず 2,684,178千円、「退職給付引当資産」は、当期取崩額 31,901千円、当期資産化額
10,000 千円で162,881千円となっており、固定資産合計 3,266,821千円で、前年度に比し 47,514千円減額と
なった。資産合計は 3,861,075 千円で前年度に比し161,256 千円減額となった。

⑵負債の部
　「未払金」は、委託費、未払賞与（夏期賞与分）などで一般会計分 90,311千円、特別会計分 27,266 千円の
合計117,580 千円となっており、また、「前受金」は登録講習受講料平成 28 年度分で36,837千円、「未払法人
税等」は法人住民税均等割で3,476 千円、流動負債合計は、178,765 千円で前年度に比し170,062 千円減額
となった。
　固定負債の「退職給付引当金」は役員退職慰労引当金を含め、当期取崩31,901千円、当期引当51,447千
円で 281,194千円となったことから、「固定負債合計」336,473 千円で前年度に比し11,108千円減額となり、
負債合計は、515,238千円で前年度に比し181,170 千円減額となった。

⑶正味財産の部
　基金が223,510 千円、指定正味財産が2,684,178千円、一般正味財産が438,148千円で、「正味財産合計」
は 3,345,837千円となった。

平成27年度　財務諸表及び財産目録
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①貸借対照表　（平成 28 年 3月31日現在）	 （単位：千円）
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	 （単位：千円）
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②貸借対照表内訳表　（平成 28 年 3月31日現在）	 （単位：千円）
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⒉ 正味財産増減計算書

　経常収益計は、1,949,041千円となっており、うち一般会計は1,485,156 千円で、大半を占める「受取会費」
は1,440,062 千円、紛争解決手続負担金収益は 38,049 千円となった。
　特別会計については、「物品販売収益」は4,654千円、「特定情報利用料収益」は10,231千円、「試験受
験料収益」は 98,472 千円（＠ 8,500×11,585人）、「主任者登録手数料収益」は 57,827千円（＠ 3,150×
18,358人）、「主任者講習受講料収益」は 292,307千円（＠15,940×18,338人）となった。
　経常費用は、事業費1,528,092 千円、管理費407,271千円、計1,935,364千円となった。
　事業費の「委託費」は171,589 千円で、一般会計はアンケート調査などで合計 50,310 千円となっており、
特別会計は、業務委託費用などで合計121,276 千円となった。
　「カウンセリング賛助会費」は、日本クレジットカウンセリング協会へ、前年度に比し10,000 千円減額の
100,000 千円を拠出した。
　「賃借料」は支部事務所賃借料等で103,132 千円となった。
　管理費の「役員等報酬」は 79,162 千円、「給料手当」は、管理部門担当職員分 97,988千円となった。
　「賃借料」は一般会計負担分本部事務所賃借料で 88,300 千円となった。
　この結果、当期経常増減額は13,677千円増額、うち一般会計は、111,242 千円減額となった。
　当期経常外増減額は686 千円減額となった。
　これにより、「当期一般正味財産増減額」は、9,514千円増額、「基金」については、当期加入金繰入により
10,400 千円増額となり、正味財産期末残高は 3,345,837千円となった。
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①正味財産増減計算書 （平成 27 年 4月1日から平成 28 年 3月31日まで）	 （単位：千円）
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	 （単位：千円）
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	 （単位：千円）
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②正味財産増減計算書内訳表 （平成 27 年 4月1日から平成 28 年 3月31日まで）	 （単位：千円）
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	 （単位：千円）
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⒊ 財務諸表に対する注記

⑴重要な会計方針
　「公益法人会計基準」（平成 20 年 4月11日、平成 21年10月16日改正内閣府公益認定等委員会）を採用 
している。

①棚卸資産の評価基準及び評価方法
　棚卸資産については最終仕入原価法による。

②固定資産の減価償却の方法
　定額法による減価償却を実施している。

③引当金の計上基準
　退職給付引当金 ............... 職員に対する引当金のほかに、常勤役員等に対する退職慰労引当金を含み、
................................................... それぞれの計上基準は、退職金規程及び常勤役員等退職慰労金規則に基づく
................................................... 期末要支給額に相当する金額を計上している。

④リース取引の処理方法
　所有権移転外ファイナンスリースについては、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理による。

⑤消費税等の会計処理
　消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

⑵特定資産の増減額及びその残高
　特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。	 （単位：千円）

（注1）	 �長期活動目的特定資産については、旧各協会等からの寄付のうち、将来の活動のために留保しておく資産である。
（注2）	 退職給付引当資産については、将来の退職給付のために留保した資産である。
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⑶特定資産の財源等の内訳
　特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。	 （単位：千円）

⑷固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。	 （単位：千円）

⑸未収会費・加入金の内訳	 （単位：千円）

未収会費

平成27年度上期以前 752
未収加入金

平成27年度下期 200

平成27年度下期 1,876 合計 200

合計 2,628 未収会費・加入金合計 2,828

※退会・除名・廃業・不更新・取消業者に係る未収会費・加入金は含まない。

⑹基金の増減額及びその残高
　基金の増減額及びその残高は、次のとおりである。	 （単位：千円）

（注）基金については、会員の加入金であり、定款第66条の定め及び経理規則第31条に基づき、基金として受け入れている。
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⒋ 附属明細書

⑴基金及び特定資産の明細
　財務諸表に対する注記に記載のとおりである。

⑵引当金の明細	 （単位：千円）

⒌ 財産目録

財産目録 （平成 28 年 3月31日現在）	 （単位：千円）
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⒍ 収支計算書（参考）

①収支計算書（平成 27 年 4月1日から平成 28 年 3月31日まで）	 （単位：千円）
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② 収支計算書内訳表（平成 27 年 4月1日〜平成 28 年 3月31日まで）	 （単位：千円）
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	 （単位：千円）
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⒎ 収支計算書に対する注記

⑴資金の範囲
　資金の範囲には、現金、普通預金、定期預金、未収会費・加入金、未収金、前払費用、前払金、仮払金、貯蔵
品、棚卸商品、未払金、仮受金、前受金、前受会費、源泉所得税預り金、社会保険料等預り金、未払消費税等、
未払法人税等を含めている。
　なお、前期末及び当期末残高は、下記⑵に記載するとおりである。

⑵次期繰越収支差額に含まれる資産及び負債の内訳	 （単位：千円）

（注1）	 未払金期末残高には、未払賞与相当額（前期70百万円、当期64百万円）が含まれる。


